
長野県　松塩地区広域施設組合 経営比較分析表（令和3年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法非適用 電気事業 非設置 該当数値なし 　全額を一般会計へ繰り出し、前年度精算金として構成市村に払い戻している。 ●事業開始から現在に至るまで一般会計等からの繰入れを行うことなく、電力
売却収入から生じる収益によって経営を行っております。また、毎年度、剰余
金相当額（（総収益）＋（前年度繰越金）－（営業費用））を、予算の範囲内
で一般会計に繰り出すこととしております。

●平成28年度から令和元年度までは、営業収支比率が200％を超えていました
が、令和2年度以降、売電単価下落の影響により200％を割り込んでいます。
令和3年度は、隔年実施の蒸気タービンの点検整備がなかったため、営業収支
比率が若干改善されましたが、今後も電力市場の動向に注視していきます。

●収益的収支比率及びEBITDAがそれぞれ100％前後、±10,000千円の範囲で推
移し、平均値を大きく下回っているのは、上記のとおり、剰余金相当額を一般
会計に繰り出している（営業外費用に計上）ことによるものです。

●平成25年度に企業債の償還が終了しており、以降、営業収支比率は100％を
大きく上回っており、安定した経営を行っております。

●供給原価は、発電設備の保守点検・整備費用の増減に比例して増減しており
ます。令和3年度は、令和2年度と比較して保守点検等費用が減少したため、供
給原価も減少しています。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

-
令和４年３月３１日　松本ク

リーンセンター
- 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

- 1 - -

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

日本テクノ株式会社 -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H29 H30 R01 R02

ごみ発電 39,934 39,918 40,407 40,976 39,498

R03

水力発電 - - - - -

太陽光発電 - - - - -

風力発電 - - - - -

ＦＩＴ以外 ＦＩＴ 合計

年間電灯電力量収入（千円） 180,363 - 180,363

合計 39,934 39,918 40,407 40,976 39,498

１．経　営　の　状　況

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 H30 R01 R02 R03R02 R03 H29
■当該値 96.7 98.9 101.1 101.0 96.0

H29 H30 R01R03 H29 H30 R01 R02 R03
2,796 2,572 ▲ 8,258■当該値 11,044.9 11,065.4 10,002.5 9,922.8 8,593.5

■平均値 121.3 123.2 134.7 141.8 138.2
■当該値 ▲ 9,017 ▲ 2,989■当該値 - - - - -■当該値 219.9 228.7 252.6 178.7 193.2

■平均値 - - - - -■平均値 247.9 240.1 253.6 238.0 227.5 ■平均値 32,739 34,140 33,434 36,820 35,532■平均値 19,199.0 19,863.5 19,066.3 18,998.7 17,544.5

２．経営のリスクについて

●設備利用率は、発電用蒸気タービンの改良を行った平成26年度以降、安定か
つ効率的な発電を行っており、75％以上で推移しています。

●しかし、人口減少や構成市村のごみ減量の取組みにより、年々ごみ搬入量の
減少が見込まれることから、安定した発電電力量の確保が課題となっておりま
す。

●また、売電単価は下落傾向にあり、契約時期、契約方法の検討と並行して、
特別会計（法非適の公営企業会計）の廃止も選択肢から除外せずに検討が必要
であると考えます。

●修繕費比率は、当該事業に係る設備が「ごみ焼却施設」と一体となって行っ
ており、発電に係る修繕費のみを分けることが困難であるため、算出しており
ません。

●平成25年度に企業債の償還が終了して以降、借入を行っていないため、企業
債残高対料金収入比率は０％となっています。

●当該事業についてFIT制度の適用はありません。電力の売払いにあたって
は、電力市場の動向を注視しながら、入札によってより有利な売電に努めてい
きます。

●施設全体 ●発電型式別

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29

２．経　営　の　リ　ス　ク

- - ■当該値 76.0
R02 R03

■当該値 76.0 75.9 76.7 78.0 75.1 ■当該値 -
R01 R02 R03 H29 H30 R01H30 R01 R02 R03

- - - -
■平均値 32.7 32.6 31.3 31.8 31.6

- - - - ■当該値 -75.9 76.7 78.0 75.1 ■当該値 -- -
■平均値 67.6 67.8 71.0 70.5 69.4■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

H30 R01H30 R01 R02 R03 H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29
- ■当該値 0.0 0.0

R03
■当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ■当該値 - -

R02 R03 H29 H30 R01 R02R01 R02 R03 H29
- - -

■平均値 5.3 7.3 5.4 6.4 5.0 ■平均値

- - - ■当該値 - -0.0 0.0 0.0 ■当該値 - -- -
- - - -

H29 H30 R01 R02 R03

- - - - - ■平均値0.0 0.6 0.2 0.1 0.5 ■平均値- - -

H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29

-- - ■平均値

- - ■当該値 0.0
R02 R03

■当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ■当該値 -
R01 R02 R03 H29 H30 R01H30 R01 R02 R03

- - - -
■平均値 159.8 160.4 175.4 166.4 201.7

- - - - ■当該値 -0.0 0.0 0.0 0.0 ■当該値 -- -
■平均値 25.6 43.5 42.8 41.0 46.6■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

全体総括
H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 H30 R01 R02 R03 ●令和元年度に、将来に渡って安定的に事業を継続していくための中長期的な

経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、発電設備の着実な点検・整備に
よる安定的な発電電力量の確保に取り組んでいます。

●しかし、売電単価がかつてのような高水準で移行することは想定しがたく、
将来的には、一般会計からの繰入れなしには事業が継続できなくなることが予
想されます。

●特別会計（法非適の公営企業会計）の廃止も選択肢に入れ、今後の経営につ
いて検討していきます。

R03 H29
■当該値 - - - -

- ■平均値

- - -
H29 H30 R01 R02R03 H29 H30 R01 R02 R03

- -- ■当該値 - - - -- -
■平均値 - - - - - ■平均値 - -

- ■当該値 - - - -- ■当該値 - -
- -

■当該値 -
-

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30

- - - ■平均値 - -- - - ■平均値 - -- - - -

R01 R02 R03 H29 H30 R01
- - -

R03 H29 H30 R01 R02 R03R02 R03 H29 H30 R01 R02
■当該値 -■当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0■当該値 - - - -

-■平均値 86.6 83.4 82.5 83.2 87.9
0.0 0.0 0.0■当該値 0.0 0.0

※ 平成29年度から令和3年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、FIT収入割合については、令和3年度の団体数を基に平均値を算出しています。

■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 49.1 33.8 24.0
-■当該値 - -

23.8 30.5■平均値 - - - -
- - - -
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